２０春管第８８６号
平成２１年２月２０日
関 係 各 位
春日井市長　伊　藤　　太
発注者が請負代金額の減額変更を請求する場合における

単品スライド条項の運用について（通知）
春日井市工事請負契約約款第25条第５項に基づき発注者が請負代金額の減額変更を請求する場合については、別紙のとおり運用することとしたので通知します。

なお、運用に当たっては、平成21年２月16日付け20建企第563号愛知県建設部長通知を準用することとします。
本通知は、平成21年３月２日から適用します。

問い合わせ先
財政部　管財契約課　契約担当　　内線６２６７

発注者が減額変更を請求する場合の単品スライド条項の運用について

１　総則

本通知に記載がないものについては、平成20年10月22日付け20春管第584号財政部長通知の取り扱いに準じるものとする。

また、運用詳細については、平成20年８月20日付け20建企第248号及び平成20年10月1日付け20建企第375号愛知県建設部長通知の取り扱いに準じるものとする。

この場合において、次のように読み替えることとする。

	愛知県建設部長通知
	春日井市運用基準

	愛知県工事請負契約約款第26条第５項
	春日井市工事請負契約約款第25条第５項

	様式１,１-２,１-３,３,４,５
	別添春日井市様式１,１-２,１-３,３,４,５

	契約担当
	管財契約課


２　対象工事

以下の条件の工事を発注者減額変更請求の単品スライド条項適用対象工事とする。
(1) 現在継続中で工期の末日が平成21年３月２日以降の工事及び今後の新規契約工事。

(2) 対象材料の価格が対象工事費の１％以上変動（減額）している工事。

(3) 本条項の適用により減額となる場合で発注者が請求する工事。

３　スライド額（Ｓ）の算定方法
(1) スライド額（Ｓ）＝対象材料の変動額＋対象工事×１％

対象材料の変動額（消費税込）＝変動後の実勢価格－変動前の実勢価格

変動前の実勢価格＝∑｛(当初設計時点の実勢単価×設計数量×落札率×1.05)｝

変動後の実勢価格＝∑｛(変動後の実勢単価×設計数量×落札率×1.05)｝
(2) ただし、燃料油以外の対象材料については、(1)の算式により発注者が算定したスライド額を示して請負者が異議を申し立てた場合であって、「変動後の実勢価格」より「請負者の実際の購入金額」の方が高い場合は、「変動後の実勢価格」に代えて「請負者の実際の購入金額」を用いて、(1)の算式によりスライド額を算定する。

４　変動後の実勢単価の決定方法

(1) 鋼材類及びその他対象材料（燃料油以外）の変動後の実勢単価は、施工計画書の実施工程表等の発注者が有する情報に基づき判断した搬入月の物価資料の単価とする。

(2) 鋼材類及びその他対象材料（燃料油以外）を複数の月に現場へ搬入した場合にあっては、各搬入月の物価資料の単価を平均した単価とする。

(3) 燃料油については、契約の翌月から工期末の前々月までに購入したものとし、その実勢単価の平均とする。

(4) 燃料油の変動後の実勢単価は、対象材料を購入した月の翌月の物価資料の単価とする。

５　請負者への協議事項

(1) 発注者が算定したスライド額に対し、請負者が異議を申し立てたときは、対象数量全量の搬入時期、購入先及び購入価格を確認・証明できる納品書、請求書、領収書等全ての提出を請負者に求めること。（返却を求められた場合は、原本を確認のうえコピーすること。）

(2) (1)の証明書類が提出されない場合や提出された書類の確認ができない場合は、発注者が算定したスライド額を請負代金額の変更額とする。
６　請求等手続き

(1) 発注者は、工期末の１ヶ月前までに様式１－２「単品スライド請求書」で請求を行う。

(2) ただし、平成20年度完了工事については、平成21年３月２日までに請求を行う。

(3) 発注者は、請求時に発注者が算定したスライド額が確定している場合は、様式１－２「単品スライド請求書」にスライド額を記載し、様式４－１「対象材料内訳表」を添付する。

ただし、請求時に発注者が算定したスライド額が確定していない場合は、様式１－３「スライド額通知書」に様式４－１「対象材料内訳表」を添付して協議開始日の14日前までに通知する。

(4) 請負者は、発注者が算定したスライド額及び対象材料に対し異議のある場合、協議開始日までに様式２「対象材料報告書」を工事打合せ簿とともに、対象数量全量の搬入時期、購入先及び購入価格を確認・証明できる納品書、請求書、領収書等を添付のうえ提出する。
別　紙








